
水道料金について
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資料２

水道料金・下水道使用料等の審議について(その１)

今後４年間の収支予測（料金算定期間４年間）を元に、上下水道料金等の審議を２年ごと（委員の任期ごと）に行う。
任期１年目は上下水道料金の現状把握、任期２年目で料金審議を行い、その結果を最終答申に反映する。

２年毎に料金審議することで、毎年見直し(ローリング)している実施・財政計画(４年間)を料金に反映する。

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

上下水道料金等の審議

２年かけて
料金等を審議する。

２年かけて
料金等を審議する。

２年かけて
料金等を審議する。

最
終
答
申

審議会委員の
任期２年間

最
終
答
申

最
終
答
申

審議会委員の
任期２年間

審議会委員の
任期２年間

令和５年度は、令和６～９年
度(４年分)の収支予測によって
料金審議を行う。

令和７年度は、令和８～
１１年度(４年分)の収支予測
によって料金審議を行う。

令和９年度は、令和１０～
１３年度(４年分)の収支予測
によって料金審議を行う。
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上下水道の概要

について 上下水道決算

上下水道料金概要
中間答申(案)

について

令和4年度実施計画・財政計画

による上下水道料金を算定

令和４年度

令和５年度
今日は

ここです

水道料金・下水道使用料等の審議について(その２)

※令和５年度は予定であり、日時や回数は変更する場合があります。
※料金に係る部分を示しています。 3

給水収益

収入

水道事業決算 イメージ

4

減価償却費

企業債
出資金

工事負担金

建設改良費

企業債
元金償還金

支出収入

資本的収支(税込)
(4条)

不足分

補填財源

料金算定はこの収益的収支
がベースになっている。

現金支出を伴わない減価償
却費等で補填している

積立金

当期純利益
(資産維持費)

支出

収益的収支(税抜)
(3条)

※料金の算定に不要な収支は除く

動力・薬品費

支払利息

人件費

委託費等

修繕費

実際の
支払い 実際の

支払い

その他収入



その他収入

給水収益

収入

減価償却費

当期純利益
(資産維持費)
※積立金へ

支出

動力・薬品費

支払利息

人件費

委託費等

修繕費

水道料金の収入

実際に
かかるお金

水力発電収入等

収益的収支(税抜) イメージ【3条予算】

老朽化した
水道施設
更新の財源

１

２

料金を算定する上で
ポイントとなる部分

5

減価償却費（現金支出がない費用）⇒内部留保金

水道工事
１億円

１年目 ２３７．５万円

２年目 ２３７．５万円

３年目 ２３７．５万円

３８年目 ２３７．５万円

３９年目 ２３７．５万円

４０年目 ２３７．５万円

４０年間で
９５００万円

４０年後の
残存価値
５００万円

１億円×９５％＝９５００万円
９５００万円÷４０年(法定耐用年数)＝２３７．５万円

減価償却費とは、一括で支払っ
た建設費を複数年に渡って回収
する手段

１億円を
当該年度に一括
で支払っている

１

老朽化した水道施設更新の財源（その１）
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資産維持費（当期純利益）⇒積立金２

老朽化した水道施設更新の財源（その２）

昭和の時代 令和の時代

４０年以上経過

水道管の更新

建設費1億円

減価償却費として
４０年かけて水道料
金から１億円を回収
する。

老朽化した水道管を更新
するには、４０年かけて
回収した減価償却費だけ
では足らない。

老朽化
１億円では足らない

7

老朽化した水道施設更新の財源（その２）

資産維持費の算出方法

水道事業の資産

約６００億円

資産維持率

０．９４％

資産維持費

５．６億円

※令和3年11月の答申では、日本水
道協会が定める3%を念頭に、財政計
画の数値に基づき検討することが望
ましいとされた。
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繰越財源（積立金等）の推移 【R3、R4比較】

【億円】
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令和３年度 令和４年度

４年間で大きく下げるが、令和１４年には
令和３年度と同水準まで回復していく。

※令和３年度の2020(R2)と令和4年度の2021(R3)の数値は、当該年度の繰越額を控除している。



企業債

老朽化した水道施設更新の財源（その３）
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R3決算統計(総務省)参考
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老朽化した水道施設更新の財源（まとめ）

減価償却費分の
内部留保金

１

当期純利益による
積立金

２

企業債(借入金)３

老朽化した
水道施設の更新
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R3決算統計(総務省)参考

平均25.8%



水道施設の耐用年数（主な施設）

地方公営企業法施行規則
第１４条（固定資産の減価償却の方法）

償却資産のうち有形固定資産の減価償却は、別表第二号に定める種類の区分ごとに定額法又は定率
法によって行うものとし、無形固定資産の減価償却は、定額法によって行うものとする。

浄水場 ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物

配水管

法定耐用年数
６０年

法定耐用年数
４０年

寿命

法定耐用年数と寿命はイコール
にはならない。
各施設ごとの状態によって施設
の寿命は異なる。

17

水道施設の更新時期について

浄水場
ｺﾝｸﾘｰﾄ構造物

配水管

水道法等に基づき、目視点検
やその他適切な方法を行い、
必要に応じてｺﾝｸﾘｰﾄのｺｱ抜き
による破壊試験等を行い劣化
状況を把握する。

施設の健全度を把握し、
劣化状況によって優先
度を決め、更新を行う。

法定耐用年数が過ぎて
も、予防保全を行いな
がら、使える施設は可
能な限り使用する。

18

経過年数が同じでも埋設場所
の土壌などの周辺環境によっ
て劣化状況は異なるため、AI
診断(R4実施済み)等を行い、
管路の健全度を確認。
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第
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回
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会
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６
回
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第
７
回

審
議
会

水道料金について 下水道使用料について

本日 ８月予定 11月予定

第五次実施計画・財政計画
を基に上下水道料金の最終
的な審議を行う。

上下水道料金の審議について（スケジュール）

第５回審議会の「水道料金について」をふまえて、
第７回審議会で最終的に上下水道料金等について審議いただきます。

ｍｅｍｏ
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